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消費者向け食品通販サービスにおける
配送施策に関する考察

１１．食品に関する通信販売市場

　2020年４月の最初の緊急事態宣言以降、コ

ロナ2019の感染予防のために通信販売（以下、

通販）サービスを利用する消費者は増加した。

特に、それまでは実店舗での購入が主であっ

た食品や日用品の購買においても、インター

ネット通販（以下、ネット通販）の利用は増加

した。

　経済産業省（2022）の市場規模の推計データ

から計算すると、コロナ2019流行前の2019年

から感染拡大後の2021年にかけて最も市場

規模が拡大した分野は「食品、飲料、酒類」

（38.3%増）であった。また、総務省（2022）に

おける消費者のネット通販での品目別購入金

額の統計においても、2021年に「食料1」にか

けた金額は対2019年比で53.0%増となり、「デ

ジタルコンテンツ」の50.8%増を上回り、最

も増加率が高い購入品目であった。

　このように、食品のネット通販市場は、コ

ロナ2019の感染予防から利用が広がり、実店

舗での買い物が行われるようになって以降

も、その利便性が認識され、定着していった

と考えられる。

　利用者が急増している消費者向け食品ネッ

ト通販であるが、食品に関する通販市場全

体においては、まだネット通販以外の通販

サービスの存在感も大きい。矢野経済研究所

（2022）によると、2021年度の食品通販市場

規模は4兆4,434億円であり、その内総合ネッ

ト通販サイト2（「アマゾン」、「楽天」など）は

39.7%、生活協同組合（以下、生協）は35.1%、

自然派食品宅配・通販（「オイシックス・ラ・

大地」など）は2.5%、ネットスーパーは4.8%、

食品メーカーダイレクト販売（直販）が17.1%

となっている。時系列でみれば、生協が占め

1　食料は「食料品」（51.8%増）、「飲料」（48.5%増）、「出前」（65.8％）を合わせた費目である。またデジタルコンテ
ンツは、「電子書籍」（50.5%増）、「ダウンロード版の音楽・映像、アプリなど」（50.6%増）を合わせた費目で
ある。

2　元の調査での分類名は「ショッピングサイト」。
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と考えられる。

　現在通販全体の配送サービスの維持が課題

となっているなかで、宅配ロッカーでの受け

取り、置き配等のように消費者がラストマイ

ルネットワークの一部を担う受け渡し方法の

活用が注目されている。しかし、食品通販で

は鮮度が重要な商品を含むがゆえに、他の商

品に比べて、受け渡し方法の選択肢は限定さ

れてしまう可能性もある。そのような懸念も

ある一方、各食品通販サービスには、様々な

工夫で独自の受け渡し方法が導入されてい

る。それらの施策を整理しつつ、食品通販の

受け渡し方法に影響する要素を考察し、今後

の日本における配送ネットワークの維持を検

討することが本稿の目的である。

３３．食品通販サービスの類型と受け渡
し方法

　2023年現在、日本国内では多くの食品通販

サービスが存在する。各食品通販サービスを

どのように分類するかは、分析の方針によっ

て異なるであろうが、ここでは矢野経済研究

所（2022）と富士経済（2021）の食品流通市場に

おける分類3も参考にして、消費者向けの食

品通販の受け渡し方法について整理する。

3.1  総合ネット通販事業者
　2023年２月現在、多くのネット通販事業者

が食品を取り扱っている。しかしその多くは、

温度管理が不要で保存期間が１か月以上はあ

る割合は年々低下していっているものの、未

だに総合ネット通販サイトに次ぐ日本の主要

な食品関連の通販サービスである。また2019

年比の市場規模成長率は全体で16.7%増加、

総合ネット通販サイトが19.9%増加、生協も

6.6%ではあるが市場規模は拡大している。

　さらに日本流通産業新聞（2020）では、食品

宅配（「ヨシケイ」や「ワタミ」のような食材ま

たは料理そのものを配送するサービス）を食

品通販と分けて売上高を調査している。なお、

2019年度の食品宅配売上高１位のヨシケイの

推計売上高は約800億円に対し、食品通販１

位のアマゾンが約500億円となっており、そ

の規模は無視できるものではない。

２２．｢食品通販｣の定義と受け渡し

　本稿では、食品という商品の配送形態に着

目するため、生協等のカタログ通販サービス、

ヨシケイ等の食品宅配サービスも含めて、販

売形態を問わず「食品通販」に含めて議論を進

める。

　ただし、食品通販市場の拡大をけん引して

いるのは確かに食品のネット通販である。経

済産業省（2022）によると、食品のネット通販

のEC化率（ネット通販での販売額が小売販売

額全体に占める割合）は3.77%と、調査対象全

分類を合計したEC化率である8.78%と比べて

も低い。書籍類や家電類のように40%、30%

を超えるほどになるかは断言できないが、食

品のネット通販が成長する可能性はまだある

3　一部の分類の名称は、本稿での定義や他の文献の呼称に合わせて調整を行っている。
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3.2  生協・食品宅配事業者
　生協はカタログなどを利用して注文を行

い、週単位で商品を配送する定期購入型の食

品通販である。購入可能な食品には、冷蔵・

冷凍が必要な生鮮食品も含まれる。食品宅配

事業者の場合、任意の食品を注文するという

よりも、事業者側が組み合わせた食品の詰め

合わせ、献立に必要な食品の詰め合わせを、

週ごとや日ごとで配送する場合が多い。

　両食品通販サービスに共通するのは、消費

者からの注文が定期的かつ生鮮食品を含むこ

とである。生協では委託した物流事業者が配

送を行っている。食品宅配最大手のヨシケイ

では委託の他に自社で配送員も雇用してお

り、それ以外の食品宅配事業者の場合も、宅

配便事業者とそれ以外の物流事業者などへの

委託を使い分けて配送サービスを提供してい

る。

　受け取り方については対面を基本としてい

るが、消費者が不在の場合は発泡スチロール

などの保冷容器と保冷剤を使って、生鮮食品

であっても置き配を行っている。ただし宅配

便事業者の保冷輸送サービスでは、前述の通

り置き配に対応していない。また、生協や食

品宅配サービスでは、一度に配送される食品

の量が多くなりがちで、さらに保冷が必要な

食品もあることから自宅用の宅配ボックス、

公共型宅配ロッカーが利用できないことが多

るような食品が多く、いわゆる生鮮食品4の

取り扱いは少ない。生鮮食品が販売されてい

ることもあるが、これらの大半は在庫管理を

アマゾンや楽天に出店している販売者（以下、

出店販売者）自身が行っている。

　総合ネット通販事業者の配送は、宅配便事

業者が請け負うことが多いが、アマゾンでは

貨物軽自動車運送業の届出を行った個人事業

主のドライバーに配送を委託する形5で、｢ロ

ハコ」では運営企業である「アスクル」の物流

子会社によって、「ヨドバシドットコム」では

自社で雇用した配送員によって提供されるな

ど、各サービスによって多様な配送の担い手

が存在する。ただし、生鮮食品は出店販売者

が個別に出荷対応を行うこともあり、宅配便

事業者によって配送が行われる傾向がある。

　多くの総合ネット通販サービスにおいて、

直接消費者宅まで届ける配送の他に、「アマゾ

ンハブ」のように自社の商品を受け取れるよ

うに設置した受け渡しロッカーや置き配が利

用可能である。また、「PUDO」のようにどの

宅配便事業者でも利用可能なオープン型の公

共宅配ロッカーや置き配は、宅配便事業者に

よる配送でも利用可能になっている。生鮮食

品以外ではこれらの受け取り方を選択できる

ものの、生鮮食品については国内の大手宅配

便事業者が保冷輸送の置き配に対応していな

い（2023年２月現在）。

4　食品表示法に基づく定義では、食肉であってもタレなどに漬け込んだ生肉は「加工食品」となるが、ここで
は「鮮度を重視する」食品として、冷蔵・冷凍が必要な食品を「生鮮食品」として想定する。ただし米につい
ては、日本農林規格等に関する法律（JAS法）で生鮮食品と定義されるが、常温での配送が行われている現
状と水などと同様に重量物であるがゆえに、そもそも通販での購入が多い（食品を含む日用品のなかでも

「在宅品」と区別して定義している既存研究（森田, 2014）も存在する）ことを考慮して、以降の議論では生鮮
食品以外として扱う。

5　宅配便事業者以外の物流事業者経由で委託する場合とアマゾンが直接配送を委託する場合がある。



C5：宮武 宏輔

特集 個人向けECの新たな展開

41

対面以外の受け取り方では、消費者が不在の

場合に発泡スチロールなどの保冷容器と保冷

剤を使って、生鮮食品であっても置き配で受

け取ることが可能なサービスも多い。このほ

かに、「クックパッドマート」のように独自で

設置した保冷機能を持つロッカーの利用を基

本とするサービスも存在する。

3.4  生産者直送型食品通販
　産地やブランドなどにこだわって、青果や

畜産・海産物などを生産者から直送してもら

う（以下、産直）型の食品通販サービスも近年

利用が増加している。生産者が通販サイトを

開設して直販する場合もあるが、「食べチョ

ク」や「ポケットマルシェ」などの生産者と消

費者をつなぐネット通販サービスによって産

直型食品通販の市場も拡大してきた。取り扱

われる商品は、当然生鮮食品が中心である。

　商品の発送は各生産者が行うため、大規模

な農水産業者の少ない日本では、基本的に宅

配便事業者が消費者までの配送を担う。

　生産者は消費者の注文を受けてから、通販

用の商品を発送することになるが、大半の農

水産業者は通販以外の流通形態（主に市場経

由）での出荷対応と並行しての作業となる。

そのため、通販事業者などと比べて、リード

タイムが長くなる傾向がある。それでも多く

の利用者がいる理由として、贈答品用の青果

などを小売店に比べて低価格で購入できるこ

とが挙げられるであろう。これまでの宅配便

い。

3.3  ネットスーパー
　ネットスーパーの取扱商品については、多

少の差はあれども実店舗での品ぞろえと近し

い。そのため商品も生鮮食品を含むことが多

い。基本的には、消費者からの不定期で単発

的な（スポット的な）発注に対応して出荷商品

を準備する形態の食品通販サービスである。

　ネットスーパーでは、専用の物流センター

から商品を出荷する場合と、実店舗での店頭

在庫から商品を選んで出荷する場合がある。

専用物流センターは実店舗に比べて住宅地か

ら遠い地域に立地する傾向があるが、どちら

の場合もリードタイムは最短で数時間以内と

いうサービスが多い。また近年では、ダーク

ストアと呼ばれる一般の消費者は入店できな

い、かつ住宅地から近いネットスーパー専用

の配送拠点から商品を出荷し、最短で注文か

ら10分で配送を行う食品通販サービスも登場

している（「OniGO」、「Coupang」など）。

　ネットスーパーでは、スポット的かつ生鮮

食品を含む注文に対応する必要がある。さら

に即日配送にまで対応するためには、配送で

宅配便事業者を利用することは難しい。その

ため、基本的には自社で雇用した配送員また

は委託した物流事業者によって配送が行われ

ている。また、ダークストア型のネットスー

パーの中には、「Uber Eats」や「出前館」の配送

ネットワークと提携している場合もある6。

6　実店舗とネットスーパーの両方を展開している事業者の中には、アマゾン、楽天、アスクルと提携したネッ
トスーパーも見受けられるが、大半は販売面や取扱商品での提携であり、配送などの物流面は各ネットスー
パーが独自で整備した仕組みが利用されていることが多い。
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がほぼない中で、クックパッドマートのよう

に自前で保冷機能を持つ受け渡しロッカーを

整備する事業者も登場している。同社はこの

「マートステーション」という受け渡しロッ

カーを駅などの公共施設や商業施設に設置

し、2023年２月現在でその数は１都３県で

1,000か所を超えた。保冷型受け渡しロッカー

の設置は相応の費用もかかるが、消費者宅ま

で配送するよりも配送費用は抑えることがで

きるうえ、不在による再配達を考慮しなくて

良い。配送のための人材確保が難しくなって

いる現状では、設備に投資することで人的な

負担を軽減することも選択肢となるであろ

う。

　保冷型の受け渡しロッカーを使った食品通

販としては、JR東日本や西武ホールディン

グス（以下、HD）などの鉄道会社でも、それ

までのコインロッカーを置き換えるなどして

実験的に展開している。西武HDが展開する

「BOPISTA」では、一部商品において受け渡

しロッカーまでの輸送に鉄道を利用するとい

う試みも合わせて展開されている。

4.2  置き配
　生鮮食品で置き配を行う場合、保冷容器や

保冷剤が必要不可欠となる。置き配の場合、

これらの資材の回収が必要となる。生協や食

品宅配サービスが比較的早い時期から（1990

年代頃から）置き配を実施できていた理由の

１つとして、定期配送という仕組みが挙げら

れるであろう。定期配送の場合、仮に置き配

になっても、数日後または翌週などの次の配

送の際に、前の配送で置いていった発泡スチ

事業者を利用した配送と同様、公共宅配ロッ

カー、自宅用宅配ボックス、置き配は利用で

きない。

４４．生鮮食品の配送形態

　生鮮食品以外の食品は、書籍や日用品など

と同様に、対面、公共型宅配ロッカーや受け

渡しロッカー、自宅用宅配ボックス、置き配

などの受け取り方が比較的利用可能であるこ

とが多い。しかし、生鮮食品については、鮮

度保持のため対面以外での受け取り方に制限

があることが確認できた。その中で、生鮮食

品であっても宅配ロッカーや置き配の利用が

できるような施策を展開している事業者も存

在した。本節では、公共型宅配ロッカー・受

け渡しロッカーと置き配という受け取り方を

提供可能にした要素について考察していく。

4.1  公共型宅配ロッカーと受け渡しロッカー
　配送事業者が商品を公共型宅配ロッカーや

受け渡しロッカーに入れてから消費者が受け

取るまでの時間で、生鮮食品の品質が損なわ

れないようにするためにはこれらのロッカー

自体に保冷機能が必要となる。日本国内で最

も多い公共型宅配ロッカーであるPUDOをは

じめ、保冷機能を持つ宅配ロッカーの数は少

なく、結果的に宅配便事業者が配送を行う場

合は宅配ロッカーの利用はできないという現

状になっているが、今後生鮮食品の通販の利

用者が増えれば、公共型宅配ロッカーの一部

にも保冷機能が追加される可能性もある。

　ただし現状ではまだ保冷型の宅配ロッカー
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いサービスも少ない中での割合であることを

考慮すると、通販事業者や配送事業者側で置

き配を提供できる準備さえ整えば、さらに利

用者は増加する可能性もある。
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ロールなどの容器を回収しやすい。

　なお、スポット購入型の食品通販でも保冷

資材付きで置き配を実施しているサービスも

見受けられる。いくつかのサービスでは次回

の配送時に、期間が空く場合は別途資材を回

収する可能性があると記載されていた。回収

のための物流システムが整備されている、１

拠点の配送エリアが狭く回収の費用が少ない

などの条件があれば、スポット購入の食品通

販においても、資材回収込みで置き配が提供

できるようである。

５５．おわりに

　本稿では食品ネット通販を４種類に分類し

たうえで、その配送の担い手や配送施策、そ

れにより消費者が選択可能な受け取り方の特

徴について整理した。そのうえで、食品通販

の中でも生鮮食品に着目し、受け渡しロッ

カーや置き配を使った配送施策が、どのよう

な背景から採用されてきたかを考察した。

　しかし、これらは現状を決定する要素の一

部にしか過ぎない可能性もある。特に今回は、

各食品通販で取り扱う商品を、生鮮食品か否

かでしか区分しておらず、価格や購入可能な

メーカーなどの要素を考慮できていない。

　また消費者が受け渡しロッカーや置き配を

許容する条件についても、アンケートなどを

使って明らかにする必要がある。ただし、後

藤・宮武（2022）によると、置き配については

生鮮食品の通販で約18%（有効回答数300）が、

生協では約34%（有効回答数265）が利用して

いる。前述のよう置き配自体に対応していな


